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ガザミ類は日本の暖水域における重要な漁業対象種
であり，平成 15 年度においては，ガザミ（Portunus trit-

berculatus），タイワンガザミ（Portunus pelagicus），トゲ
ノコギリガザミ（Scylla Paramamosain）及びアミメノコ
ギリガザミ（Scylla serrata）の種苗 5,767 万尾が生産さ
れ，そのうち 5,112 万尾の種苗が全国で放流されている
1）重要な栽培漁業対象種でもある。しかしながら，大量
の種苗が放流されているにもかかわらず，放流効果が
把握された事例は，ガザミ 2-4），トゲノコギリガザミ 5）

の数例にすぎない。この理由の一つとして，これまで
有効な標識方法がなかったことが挙げられる。ガザミ
類に装着した標識は脱皮により殻とともに脱落するた
め，放流から漁獲加入までの追跡が困難だったからで
ある。
近年，ガザミ類と同様に脱皮して成長するクルマエ
ビでは，尾肢を切除することにより有効な標識となり
うることが明らかとなり 6-9），現在では各地でこの標識
を用いた放流調査が行われている 10-13）。この技術を応用
して，ガザミ類においても遊泳脚の指節を切除する標

識手法などによる放流調査が行われ，標識としての有
効性が検討されている 15-17）。遊泳脚の指節を切除するに
は，作業性から少なくとも第 5 齢稚ガニ（以下 Cn と略
す，n は齢数を示す）まで成長させる必要がある。クル
マエビの尾肢切除標識における長期間の標識としての
有効性は，当初切除サイズが体長 56 mm 以上であると
報告され 6，7），このサイズで標識放流調査が行われた結
果，20 ％前後の高い回収率が得られた事例 13，14）も見ら
れるようになった。クルマエビの放流事業における放
流サイズは，平均全長33 mm である1）ことから，標識に
合わせて放流サイズを大きくした結果，高い回収率が
得られたと考えることもできる。人工種苗放流による
栽培漁業の有効性を検討するためには，回収率以外に
種苗経費及び中間育成などの放流経費等も勘案する必
要があるが，放流効果を把握された事例がほとんどな
いガザミにおいては，このクルマエビの事例は参考に
なる。放流効果の把握を最優先に考えるならば，ガザ
ミの場合も一般的な放流サイズである C3 での放流より，
C5 以上のサイズで放流した方がより明確な放流効果の
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得られることが期待される。これまで，ガザミ類の中
間育成は，C3 までの飼育が多くの機関で行われてきた
ため，C4 以降の陸上水槽などによる高密度の中間育成
技術開発はこれまでほとんど行われていない。このた
め，C5 までの飼育技術を確立し，放流効果を把握する
とともに，この技術の普及を図ることは，ガザミ類の
栽培漁業を促進するために重要であると考えられる。
そこで，より普及性の高い飼育技術の開発を行うた
め，現在各県で行われているガザミ類の中間育成技術
と施設の現状の把握を目的にガザミ類の中間育成に関
するアンケートを行った。ここでは，このアンケート
のとりまとめ結果と，結果から考えられたいくつかの
問題点について，中間育成時の生残率向上の観点から

考察したので報告する。

調査は，図1 に示した質問票とこれらの回答を記入で
きるように表計算ソフト（マイクロソフト Excel）で作
成した調査票により平成 15 年度に行い，中間育成結果
は平成 15 年度の結果を対象とした。調査対象機関はガ
ザミ種苗生産研究会の会員（ガザミ類の種苗生産を行
っている機関）のうち，県及び市町村（公益法人等を
含む）の 16 機関とした。調査票を回収した後，回答内
容を確認したところ回答に過不足が認められなかった
ので，事後の電話等による聞き取りは行わなかった。

ガザミ類の中間育成に関するアンケート 
 
【質問事項】 
１．中間育成実施機関 
　　　　実施機関名（　　　　　　　　　　　　　　） 
 
２．中間育成施設 
１）施設の所有者 
　　　　　　　a.実施機関と同じ　b.実施機関と異なる（　　　　　　　　　　） 
２）種類 
　　　　　　　a.陸上水槽　b.築堤式　c.囲い網　d.小割生簀　e.その他（　　　　　　） 
３）大きさ 
　　　　　　　寸法（　　　）m×（　　　）m×（　　　）m 
　　　　　　　底面積（　　　　）m2 

４）付着者の使用（きんらん，モジ網等） 
　　　　　　　種類　a.きんらん　　b.モジ網　　c.その他（　　　　　　） 
　　　　　　　d.使用していない 
　　　　　　　量　（　　　　　　）本，または 
　　　　　　　（　　　　）m ×（　　　　）mを（　　　　）枚 
 
３．飼育方法 
１）飼育水 
　　　　　　　a.地先海水　　b.ろ過海水　　c.殺菌・消毒海水　　d.その他（　　　　） 
２）飼育水量 
　　（　　　　）m3 

３）換水量 
　　　　　　　a.無換水（止水）　　b.止水換水（換水量　　　　）　　c.流水（換水量　　　　） 
　　　　　　　d.その他（　　　　） 
４）餌料種類 
　　　　　　　a.冷凍アミ　　b.配合飼料（品名：　　　　　）　　c.アルテミアノープリウス 
　　　　　　　d.その他（　　　　） 
５）給餌量（給餌基準及び給餌回数（ 1 日当り）） 
　　　　給 餌 基 準（　　　　）　　　　　　1日当り給餌回数（　　　　回） 
 
４．本年度の結果 
１）種苗の入手 
　　　　　入 手 先（　　　　　　　）　　　　　　　　　　入手月日（平成15年　　月　　日） 
　　　　　　　入手尾数（　　　　　尾）　　　　　　　　　入手サイズ（　　　　mm） 
２）収容（複数ある場合は以下の項目についてそれぞれ記入してください） 
　　　　　収 容 尾 数（　　　　　尾） 
３）取り揚げ 
　　　　　取り揚げ月日（平成15年　　月　　日） 
　　　　　　　取り揚げ尾数（　　　　　尾）　取り揚げサイズ（　　　　mm） 
４）平均飼育水温 
　　　（　　　　　）℃ 
 

1. ガザミ類の中間育成に関するアンケート質問項目
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アンケートの回答は，16 機関中 10 機関から得られ，
回答率は62.5 ％であった。

回答のあった 10 機関のうち，1 機
関は中間育成を実施していなかった。中間育成を実施
していた9 機関のうち，県の機関においては，県内他機
関の中間育成施設等に関する回答もいくつかなされた。
この結果，回答のあった中間育成実施機関は，県が3 機
関，県の公益法人が2 機関，市町村が 5 機関，市町村の
公益法人が 1 機関，漁協が 3 機関の計 14 機関であった。
14 機関が対象としている種類は，ガザミ，トゲノコギ
リガザミ，タイワンガザミの3 種であった。

中間育成を実施した 14 機関が使用して
いた中間育成施設の所有者は，県が4 機関，県の公益法
人が 1 機関，市町村が 5 機関，市町村の公益法人が1 機
関，漁協が 3 機関の計 14 機関であった。これらの機関
が使用している施設は，22 施設，35 水槽であり，施設
の内訳は，築堤式が6 施設，FRP 製水槽が 5 施設，コン
クリート製水槽が 11 施設であった（図 2 ）。FRP 製水槽
及びコンクリート製水槽の陸上水槽における形状別施

設数の内訳を図3 に示した。ガザミ類の中間育成に用い
られた陸上水槽の形状には円形，八角型，四角型があ
り，それぞれ 7 施設，2 施設，7 施設であった。FRP 製
水槽は，5 施設中 4 施設が円形であった。施設の大きさ
は，容積，底面積，高さを表1 に示した。FRP 製水槽は，
容量が 2 kl及び 3 klの小型水槽 2 例を除いて集計した。
容積の平均値は，FRP 製水槽が 93 kl，コンクリート製
水槽が 87 kl であった。底面積の平均値は，FRP 製水槽
が 85 m2，コンクリート製水槽が 49 m2，築堤式施設が
4,549 m2 であった。水槽の高さの平均値は，FRP 製水槽
が1.1 m，コンクリート製水槽が1.9 m であった。
次に，付着器の使用とその内訳について，図4 に示し
た。付着器を使用している施設は 12 施設，使用してい

築堤式施設　　FRP製水槽　　コンクリート製水槽 

2. 使用された中間育成施設の内訳
図内の数字は施設数

　　FRP製　　コンクリート製水槽 

3. 陸上水槽における形状別施設数の内訳

4. 付着器の使用とその種類の内訳
図内の数字は施設数

kl

5. 飼育水量1kl当りのキンラン及びポリモンの使用本数にお
ける施設数の頻度

表 1.  中間育成施設の大きさ 

施設の種類 
 

FRP 製水槽 
 
コンクリート製水槽 
 
対照区 

容積（kl） 
平均値 

（最大－最小） 

93 
（64－113） 

87 
（45－208） 

－ 

高さ（m） 
平均値 

（最大－最小） 

1.1 
（1.0－1.3） 

1.9 
（1.0－3.5） 

－ 

底面積（m2） 
平均値 

（最大－最小） 

85 
（64－113） 

49 
（28－113） 
4,549 

（1,402－11,000） 
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ない施設は 10 施設であった。使用していない施設には，
築堤式施設の5 施設が含まれていた。使用された付着器
は，キンラン（長さ 1.5 m，アース（株））が 8 施設，ポ
リモン（長さ1 m，アース（株））が 2 施設，ノリ網が 1
施設，モジ網とキンランの併用が1 施設であった。これ
以外に水槽の底に砂を敷いている施設が 1 施設あった。
キンランとポリモンを使用していた 10 施設のうち，飼
育水量 1 kl 当り使用本数における施設数を図 5 に示し
た。施設数では 2～3 本/ kl が 3 施設と最も多かった。1
kl 当り使用本数は，少ない施設では 0.8 本/ kl，多い施
設では7.5 本/ klであった。

14 機関が使用していた飼育水は，自然海水
が 10 機関，ろ過海水が 4 機関であった。種苗生産機関
は，全てがろ過海水を使用していた。換水方法は，築
堤式施設の場合は干満差を利用したものであった。陸
上施設は，大きく分けると流水，止水，止水と流水の
併用（以下併用）に分けられた。それぞれの割合を図 6
に示した。流水が 10 施設，止水が 2 施設，併用が 4 施
設であった。併用には，昼の時間帯が流水で夜の時間
帯が止水の場合，育成の途中で止水から流水に切り替
える場合などがあった。また，同じ機関であっても施
設により換水方法が異なる事例があった。流水及び併
用における施設ごとの1 日当りの換水率について，その
割合を図 7 に示した。最も多かった換水率は，50 ％の 3

施設であった。換水率は最も少ない施設で 20 ％，最も
多い施設で 400 ％であった。
使用された餌料の種類の内訳を図8 に示した。配合飼
料が8 施設，アルテミアノープリウス（以下アルテミア）
が2 施設，生餌（アミエビ，オキアミ，アサリのミンチ
等）が6 施設，配合飼料とアルテミア及び生餌の併用が
5 施設であった。配合飼料は魚類用及びクルマエビ用が
用いられていた。なお，調査年度に使用されなかった
築堤式の1 施設は使用餌料に関する報告がなかった。餌
料種類別の給餌基準と1 日当りの給餌回数を表2 に示し
た。配合飼料の給餌基準の平均値は稚ガニの総重量の
21 ％，最小値と最大値はそれぞれ 7 ％，33％であった。
生餌の給餌基準の平均値は稚ガニの総重量の150 ％，最
小値と最大値はそれぞれ 100 ％，200 ％であった。アル
テミアの給餌基準は，1 施設から報告があり稚ガニ 1 尾
当り 1,000 個体であった。給餌回数の平均値は配合飼料
が2.7 回，生餌が3 回であった。

平成 15 年度に中間育成
を実施した 13 機関から 98 飼育例の回答があった。結果
はガザミ，タイワンガザミ及びトゲノコギリガザミの3
種を種別に集計した（表 3 ）。報告された飼育例数は，
ガザミが 9 機関，61 飼育例，タイワンガザミが 1 機関，
33 飼育例，トゲノコギリガザミが 3 機関，4 飼育例であ
った。トゲノコギリガザミの3 機関はいずれも同じ県で

　　流水　　止水　　流水と止水の併用 

6. 換水方法の内訳
図内の数字は施設数

7. 1日当り換水率の施設数における頻度
8. 中間育成で使用された餌料の内訳
図内の数字は件数

表 2.  餌料種類別の給餌基準と1日当りの給餌回数 

種類 
 

配合飼料 
 
生餌 
 

  アルテミアノー 
  プリウス 

給餌基準 
平均 

（最小－最大） 

21％ 
（7－33） 
150％ 

（100－200） 

1,000 個体 

1日当りの 
給餌回数 

平均（最小－最大） 

2.7（1－3） 

3（2－4） 
 
1

 
給餌基準 
の単位 

総重量当り 

総重量当り 
 

1 尾当り 
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あった。収容尾数の平均値は，ガザミが 3,516 尾/ kl，
タイワンガザミが 2,220 尾/ kl，トゲノコギリガザミが
296 尾/ kl であった。ガザミの中間育成が行われた施設
には陸上水槽の他に築堤式も含まれているため，収容
密度の幅が 71～ 11,240 尾/ klと大きくなった。タイワ
ンガザミの中間育成には全て同じ大きさの陸上水槽が，
トゲノコギリガザミの中間育成には全て築堤式の施設
が用いられていた。生残率の平均値は，ガザミが 29.1
％，タイワンガザミが 31.3 ％，トゲノコギリガザミが
7.3 ％であった。トゲノコギリガザミの生残率が他の2種
より低い原因は，取り揚げ齢期が C5～C6 と大きかった
ためと思われた。飼育水温の平均値は，ガザミが 29.1
℃，タイワンガザミが 28.6 ℃，トゲノコギリガザミが
24.6 ℃であった。トゲノコギリガザミの飼育水温が他の
2 種より低かった原因として，飼育期間が比較的水温の
高くない5 月から6 月であったためと思われた。

平成 15 年度におけるガザミ類中間育成の平均生残率
は 7.3～31.3 ％であった。クルマエビの約 40～50％ 18）と
比較して低い数字である。中間育成時の生残率が低く
なると，放流尾数が減少し，放流1 尾当りの単価が高く
なるため，放流経費の回収が困難になる。したがって，
中間育成時の生残率は，放流事業の効果を評価する上
で重要な項目の一つである。以下には，中間育成時の

生残に影響を与える項目について考察した。
本アンケート結果において，最も多

く使用されていた施設は，FRP 製水槽及びコンクリー
ト製水槽の陸上水槽であった。このアンケートは調査
対象機関が種苗生産機関であるため，集計結果が陸上
水槽に偏っていることも考えられるため，水産庁ほか 1）

によるガザミ類（ノコギリガザミ，ガザミ，タイワン
ガザミ）の中間育成方法別機関数を図9 に示した。これ
によると，ガザミ類における中間育成方法別の機関数
は，陸上水槽が 33 機関と最も多く，築堤式施設にあた
る海浜池は3 機関であった。これ以外の小割り生簀，囲
い網，仕切り網は，全てアンケート対象外である漁協
等で行われたものであった。これらの結果から，ガザ
ミ類の中間育成において最も多く用いられている施設
は，陸上水槽であると考えられた。また，中間育成に
用いられた水槽の形状は，図3 から円形と四角型が多い
という結果となり，一般的な形状の水槽が多く用いら
れていた。
ガザミ類は中間育成時の共食いが激しいため 19,20），生
残率を上げるためには，低密度の飼育が有効であると
報告されている 19，21）。また，ノコギリガザミにおいては
底面積に比例して生残尾数の決まることが報告されて
いる 21）。このため，効率的な中間育成を行うには底面
積の大きい施設が有利になると考えられる。ここで，
中間育成に最も多く用いられていた陸上水槽について，
各水槽の飼育水量をそれぞれの底面積で割った値を飼
育水深とし，飼育水量を水槽容量で割った値を使用率
として計算し，表 4 に示した。飼育水深の平均値は，
FRP 製水槽が 0.73 m，コンクリート製水槽が 1.35 m，陸

表 3.  平成 15 年度の種別中間育成結果（ガザミ，タイワンガザミ，トゲノコギリガザミ） 

種名 

ガザミ 
 

タイワンガザミ 
 

トゲノコギリガザミ 
 

機関数 
 
9 
 
1 
 
3

収容尾数 
（尾） 

248,856 
（894－2,043,000） 

88,803 
（40,000－253,000） 

145,667 
（37,000－250,000） 

取り揚げ尾数 
（尾） 

86,178 
（343－934,500） 

28,366 
（3,730－98,640） 

4,675 
（2,226－7,900） 

収容密度 
（尾/kl） 

3.516 
（71－11,240） 

2,220 
（1,000－6,325） 

296 
（93－500） 

取り揚げ密度 
（尾/kl） 

31,057 
（30－4,000） 

709 
（93－2,466） 

8 
（6－10） 

取り揚げ 
齢期 

2－5 
 

2－4 
 

5－6

生残率 
（％） 

29.1 
（5.5－74.7） 

31.3 
（3.5－60.0） 

7.3 
（5.3－10.5） 

飼育日数 
（日） 

7 
（3－16） 
10 

（6－21） 
37 

（14－60） 

飼育水温 
（℃） 

29.1 
（19.8－31.8） 

28.6 
（23.0－30.0） 

24.6 
（24.0－24.1） 

収容齢期 
 
1－2 
 
1 
 
1 
 

飼育 
例数 

61 
 
33 
 
4

上段：平均値（単純平均） 
下段（最小値－最大値） 

9. ガザミ類の中間育成方法別機関数の内訳（平成15年度栽培
漁業種苗生産，入手・放流実績）

表 4.  陸上水槽における飼育水量の水槽容量に対する割合 
　　 （使用率）と飼育水深 

種類 
 

FRP 製水槽 
 

コンクリート製水槽 
 
計 

使用率（％） 
平均値 

（最小－最大） 

68.8 
（39.2－88.5） 

74.4 
（42.6－100） 

73.2 
（39.2－100） 

飼育水深（m） 
平均値 

（最小－最大） 

0.73 
（0.51－0.89） 

1.35 
（0.71－2） 
1.22 

（0.51－2） 
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上水槽全体が 1.22 m であった。使用率の平均値は，FRP
製水槽が 68.8 ％，コンクリート製水槽が 74.4 ％，陸上
水槽全体が 73.2 ％ であった。中間育成実施機関が，中
間育成時に飼育水深を意識して低くしているのであれ
ば，水槽の高さがあるコンクリート製水槽の使用率が，
FRP 製水槽より低くなると思われたが，両水槽の使用
率には余り差がなかった。このことから，飼育水深は，
飼育のし易さなど他の要因で決定されていると考えら
れた。

ガザミ類の中間育成時におけ
る生残率の向上には，付着器の設置が有効であると報
告されている 22，23）。回答のあった施設のうち，築堤式施
設においては底面積が広いため，収容尾数を多くしな
い限り付着器の使用は必要ないと思われる。今回の回
答でも築堤式施設 6 施設中，5 施設において付着器が使
用されていなかった。図4 の付着器の使用内訳から築堤
式を除いて陸上水槽で集計し直すと，使用した施設が
11 施設，使用しなかった施設が 5 施設となる。これは，
約 2/3 の施設が付着器を使用したことになる。したがっ
て，付着器は陸上水槽において用いられる頻度が多い
といえる。付着器の利用は高密度飼育における生残率
の向上にも有効と考えられ，高密度飼育が行われる陸
上水槽の水槽容量を最大限に利用し，稚ガニの付着面
を広げるためにも有効と考えられる。付着器を使用し
た 11 の陸上施設のうち，8 施設がキンラン，2 施設がポ
リモンを使用していた（図 4 ）。飼育水量 1 kl 当りのキ
ンラン及びポリモンの使用本数は，使用した施設の半
数が 2-4 本であった（図 5 ）。飼育水量 1kl 当りの平均
使用本数を計算すると 3.5 本となった。本アンケートで
は付着器の設置方法に関する設問を設けていない。付
着器は水槽の底面に設置する方法が有効であると報告
されている 22，23）。付着器の設置が有効な要因として，稚
ガニの潜伏習性の発達に付着器による着生環境が適合
したこと，底層に沈殿した餌料が着生した稚ガニに好
適な餌料環境を作り出し，共食いが抑制されたことが
考えられている 22）。このため，付着器の設置にあたっ
ては，水槽の底面積を基準として，設置数を設定する
必要があると思われる。ここで，使用頻度の高いキン
ランの設置基準を考えてみる。キンランの面積をキン
ランの長さ 1.5 m，幅 0.2 m で計算し，両面が付着面と
して利用されると考えて 2 倍し，キンラン 1 本当り 0.6
m2 の付着面が得られると仮定すると，水槽の底面積に
対する使用されたキンランの総面積の比の平均値は 2.0
倍と計算された。このことから，本アンケート結果か
らはキンランの設置により水槽の底面積の 2.0 倍，言い
換えると底面積 1 m2 当り 2.0 m2 の稚ガニの付着面を新
たに作り出していると考えられた。これを本数に換算
すると，底面積 1 m2 当り 3.4 本となった。したがって，
水槽の底面積と同等の付着面を新たに作り出すために
は，キンランを底面積1 m2 当り 1.7 本設置する必要があ

ると考えられた。キンラン等の付着器の設置は収容密
度を下げる効果があると考えられるので，キンランの
設置基準を考えるには，収容密度を考慮する必要があ
る。収容密度から考えられるキンランの設置基準につ
いては，中間育成結果のデータを取り扱う章で後述す
る。

ガザミ類は中間育成における共食い等
による減耗が大きいと考えられることはすでに述べた。
共食いの原因として，飼育密度より給餌量が深く関与
していると報告されている19）。本アンケート結果からは，
配合飼料単独及び配合飼料と生餌の併用が合わせて 52
％（ 21 施設中 11 施設），生餌の単独が 29 ％（ 21 施設
中 6 施設）となり，アルテミアの単独及びアルテミアと
配合飼料との併用の 19 ％（ 21 施設中 4  施設）に比べ
て高い使用率となった（図 8 ）。このことからガザミ類
の中間育成で主に用いられている餌料は，配合飼料と
生餌といえる。しかしながら，浜崎・関谷24）はガザミ
の中間育成におけるアルテミアの餌料としての有効性
を報告している。アルテミアの使用率が低い理由は何
であろうか。ここで，ガザミの中間育成に必要な餌料
費について試算してみる。比較する餌料は，配合飼料，
生餌（冷凍アミ）及びアルテミアの3 種類とする。それ
ぞれの購入金額は，玉野栽培漁業センターの購入実績
から，配合飼料が 20 kg で 20,000 円，冷凍アミ（イサザ
アミ）が 15 kg で 1,300 円，アルテミア耐久卵が 1 缶
（425 g ）で 3,700 円とした。冷凍アミは，調餌作業によ
り 80 ％ が残存し，アルテミアは，アルテミア耐久卵 1
缶から 1 億個体が得られると仮定した。それぞれの餌料
の給餌基準は，表 2 の給餌基準の平均値とし，ガザミ
C1 種苗1尾当りの重量は 0.012 g とした。ガザミ C1 種苗
10 万尾当りの 1 日分の餌料費は，配合飼料が 252 円，
冷凍アミが195 円，アルテミアが3,700 円となり（表5 ），
冷凍アミを1とすると，配合飼料が 1.3，アルテミアが
19.0 となった。仮に，C1 から C2 までの生残率が，冷凍
アミで 50 ％，アルテミアで 100 ％ としても，餌料費の
比は 9.5 となり，およそ 10 倍の差がある。この餌料費
の差が，ガザミ中間育成の餌料において，アルテミア
が普及しない理由の一つと考えられる。しかしながら，
アルテミアは給餌作業の効率化を図るためには有効で

表 5.  ガザミの中間育成における第 1 齢稚ガニ 10 万尾当りの 1 日 
　　　分の餌料種類別費用の比較 
 

種類 
 

配合飼料 
冷凍アミ 

アルテミアノープリウス 

第 1 齢稚ガニ 
10万尾当り給餌量＊1 

252 
1,800 

100,000,000

餌料単価＊2 
 
1000 
108 
0.037

金額（円） 
 
252 
195 
3,700

＊1：配合飼料及び冷凍アミの単位はg，アルテミアノープリウス
の単位は個体。 

＊2：配合飼料及び冷凍アミの単位は円／kg，アルテミアノープリ
ウスの単位は円／1,000個体。 
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ある 24）ことから，中間育成コストの比較にあたっては
給餌作業にかかる人件費及び設備費なども含めたコス
トから積算する必要がある。有効な餌料の技術開発に
あたっては，コスト，作業量，生残率の面から比較し
直す必要があると思われる。

回答のあった平成
15 年度中間育成結果から中間育成時の生残率に影響を
及ぼす項目についての検討を行った。トゲノコギリガ
ザミは事例数が4事例と少なかったので，除外した。ガ
ザミ及びタイワンガザミについて，生残率と生残率に
影響を及ぼすと考えられる収容密度などの各項目との
相関係数を計算した（表 6 ）。計算にあたり，複数の齢
期が混ざっていた取り揚げ齢期は大きい方の齢期を取
り揚げ齢期とした。その結果，両種とも生残率と収容
密度に相関は見られず，取り揚げ齢期及び飼育日数と
はそれぞれ弱い負の相関が見られた。これは，ガザミ
は中間育成時に共食いによる減耗が大きいため，飼育
日数が長く，成長が進むほど生残率が低下するためと
考えられた。そこで，両種の取り揚げ齢期ごとに平均
生残率を計算した結果，C2 での取り揚げ事例では両種
とも平均生残率が約 40 ％ となり，ガザミは齢期が大き
くなるにつれて平均生残率が低下したが，タイワンガ
ザミは C3 では低下したものの C4 では C3 からやや上昇
した。ガザミにおいては C2 ～ C3 の平均生残率が34～39
％，C4～C5が約 20％となり，大きく分かれた（図10 ）。
このことから，ガザミの中間育成において C3 までの事
例と C4 以降の事例を分けて，その特徴を見てみる。そ
れぞれの生残率の変動係数を計算したところ，C2 ～ C3
が 0.31，C4  ～ C5 が 0.48 となり，C2 ～ C3 で取り揚げる
方がC4～C5で取り揚げるより，生残率が安定していた。
表6 と同様に平均生残率と生残率に影響を及ぼすと思わ
れる項目との相関係数を計算したところ，C2 ～ C3 にお
いては収容密度と弱い負の相関（r=－0.33）が見られた。
C2 ～ C3 で取り揚げた事例について生残率の偏差値が 55
以上（生残率が41％以上）及び45 未満（同30 ％未満）
における平均収容密度を計算したところ，前者は 2,455
尾/ kl，後者は4,845 尾/ klであった。C2～C3全体の平均
収容密度は 4,152 尾/ kl なので，高い生残率を得るため
には収容密度を低くする必要があると考えられた。た
だし，偏差値が 55 以上の 9 事例のうち 3 事例は築堤式
施設による収容密度が130 尾/ kl以下の事例であること，
2 事例は陸上水槽による7,000 尾/ kl以上の収容密度によ
る C2 までの飼育であることから，これらを除くと，偏

差値 55 以上の平均収容密度は 1,675 尾/ klとなる。した
がって，C3 までの生残率を高めるためには収容尾数を
1,700 尾/ kl程度以下にすることが目安になると考えられ
た。
しかしながら，この数字は付着器の使用を考慮して
いない。付着器の種類と使用状況の章で述べたように，
付着器の使用は収容密度を低下させることが期待され
る。中間育成結果のアンケート項目には付着器の使用
に関する設問を設けていないが，図1 の質問票による付
着器に関するアンケート結果から，陸上水槽における
水槽の底面積とキンランの付着面を考慮した付着面積
当りの収容尾数と生残率の関係，並びにキンランの設
置基準について考えてみる。ガザミの C3 までの取り揚
げにおける付着面積当りの平均収容尾数は，キンラン
を設置された施設が 1,236 尾/ m2，付着器を設置されな
かった施設が 12,415 尾/ m2，両方を合わせた施設全体が
4,230 尾 /m2 であった。C2 及び C2 の混ざった C3 での取
り揚げ事例では，付着器が使用されない事例があった
が，C3 の取り揚げ事例では，全てキンランが使用され
ていた。C3 の取り揚げ事例における平均生残率は約 32
％ であったが，この平均値以上の事例における付着面
積当りの平均収容尾数は 1,016 尾/ m2，平均値未満では
1,517 尾/ m2 であった。したがって，付着面積当りの収
容尾数を基準とする場合には，1,000 尾/ m2 程度を目安
にすればよいと考えられた。この場合の底面積の平均
値は 67 m2，キンランの面積は 107 m2 であったので，水
槽の底面積に対して約 1.6 倍の付着面をキンランにより
新たに作り出したこととなる。この結果から，水槽の
底面積当りのキンランの設置基準本数を計算すると，1
m2 当り 2.7 本となった。したがって，陸上水槽を用いて
C3 までの中間育成においてより高い生残率を得るため
には，使用する水槽の底面積1 m2 当り 2.7 本のキンラン
を設置し，付着面積当りの収容密度が 1,000 尾/ m2 以下
になるように種苗を収容する必要があると考えられた。

表 6.  ガザミとタイワンガザミにおける中間育成時の生残率と 
　　   生残率に影響を及ぼす項目との相関係数 

種名 
 

ガザミ 
タイワンガザミ 

取り揚げ 
齢期 

－0.54 
－0.37

収容尾数 
 
0.26 
0.09

収容密度 
 
0.00 
0.09

飼育日数 
 

－0.31 
－0.28

飼育水温 
 

－0.11 
－0.10

（ ） 

10. ガザミとタイワンガザミにおける取り揚げ齢期ごとの平
均生残率
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キンランを設置しない場合においては，底面積当りの
収容密度が 1,000 尾/ m2 以下を目安に収容尾数を調整す
れば良いと思われる。
C4 ～ C5 で取り揚げられた事例における平均生残率約

20 ％以上の 13 事例のうち，7 事例が 2 ～ 3 klの小型水
槽によるもの，他の 6 事例が C3 の混ざった C4 での取り
揚げによるものであった。報告のあった 30 kl 以上の大
型水槽における C3 が混ざらない C4 以上での取り揚げに
おける生残率は 10 ％前後であること，C4 以降の平均生
残率は C3 までと比較して大きく低下したこと（図 10 ）
から，C4 以降での中間育成技術は未開発といえる。平
均収容密度は小型水槽が 1,252 kl，大型水槽が 3,358 kl

であった。C3 までの取り揚げ事例と同様に，付着面積
当りの収容尾数を計算したところ，平均値は大型水槽
の事例で 1,404 尾/ m2 となり，C3 までの事例とほぼ同じ
値となった。水槽の大きさだけではなく，収容密度も
生残率に影響を及ぼしている可能性はある。筆者らの
飼育試験結果から，ガザミの重量は脱皮ごとに約 2 ～ 3
倍に増加すること＊から，重量を体積ととらえると，中
間育成において種苗が成長し，生残率が高くなれば，
水槽内の種苗の密度は相対的に増加することとなる。
魚類の飼育においては成長に応じて選別及び分槽とい
うサイズを揃え密度を下げる手段がとられるが，ガザ
ミの場合は成長が早いこと，取り揚げ時の種苗の集約
時に挟み合いにより脚の脱落が起きやすいことなどか
ら，分槽などは行われていない。分槽を行わないので
あれば，高い生残率を得るためには，収容密度を下げ
ることが現状では最善の方法と思われる。しかしなが
ら，ガザミは 1 水槽の種苗生産で規模にもよるが 100 万
尾以上の C1 種苗を生産することが可能である。仮に C1
の取り揚げ密度を 10,000 尾/ klとすると，中間育成の収
容密度を 1,000 尾/ kl とするためには種苗生産と同規模
の中間育成水槽が 10 施設必要になる。これは，種苗生
産機関のみで対応できる数字ではなく，生産された C1
種苗を多数の陸上の中間育成機関に分けるか，数カ所
の広大な築堤式の施設に集中するかの方法をとらざる
を得ない。C5 程度の大型種苗を大量に放流するために
は，中間育成時の餌料経費の増大以外に中間育成施設
の建設及び維持経費も大きな負担になると考えられる。
将来は，これらのことを総合的に勘案して，ガザミ種
苗放流における有効な放流サイズを決定し栽培漁業を
推進しなければならない。しかし，それらの基礎的知
見となる放流効果の把握は，現状で使用できる有効な
標識を大型種苗に用いた調査から行わざるを得ないと考
える。まず，ガザミの放流効果を定量的に把握すること
がガザミ栽培漁業おける最重要課題である。

業務ご多用中のところ，本アンケートにご協力いた
だいたガザミ種苗生産研究会の会員の方々に厚くお礼
申し上げる。また，有益なご意見をいただいた編集委
員に感謝する。
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